


















































4 中小企業庁 (2006年5月)「中小企業白書 2006年版」、pp.166195。
5 中小企業庁 (2006年5月)、 同上、p.24。









































































km2で、 日本の総面積 377,915 km2の5.7%に相当する。他方、総人口は
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年 少 人 口 23.521.5 18。2 16.014.613。8
生産力人口 67.468.2 69。7 69.568.166.1
老 齢 人 口 9.1 10.312.1 14.617.420.2
関東臨海
年 少 人 口 23.720.8 16.914.613.412.9
生産力人口 69.471.1 73.773.872.269。6
老 齢 人 口 7.0 8.1 9.4 11。6 14。4 17。5
東 海
年 少 人 口 24.422.2 18。6 16.515.314.5
生産力人口 67.068。1 70。0 69。8 68。3 66。3
老 齢 人 口 8。7 9.7 11。3 13.716.419。2
近畿臨海
年 少 人 口 24.121.5 17.7 15.614.514。0
生産力人口 67.669。2 71.471.369。4 66.5
老 齢 人 口 8.3 9.4 10。9 13。2 16.119.5
山 陰
年 少 人 口 21.520。8 18.8 16。7 15.013.8
生産力人口 65。4 64.663.962.761.460.5
老 齢 人 口 13。1 14.617.320◆6 23.625.8
山 陽
年 少 人 口 23。0 21.4 18.3 16.014◆7 13.9
生産力人口 65。9 66.267.366.965。4 63。7


























第一次産業 10。9 9.3 7.2 6。0 5。1 4.9
第二次産業 33.6 33。2 33。5 31。8 29。8 26.6
第二次産業 55。4 57。5 59.462.2 65.1 68。5
関東臨海
第一次産業 3.7 3.0 2.2 1.9 1.7 1.6
第二次産業 34.5 33.2 32。0 29.426.423.0
第二次産業 61.863.8 65。7 68。7 71.9 75.5
東 海
第一次産業 8.2 6.8 5。2 4.6 4。0 3.8
第二次産業 41。2 41.441.7 39。1 37。4 34.8
第二次産業 50.651。8 53.1 56.358.6 61.5
近畿臨海
第一次産業 3.7 3.2 2。5 2。3 2。0 2.0
第二次産業 37.3 35.7 35。4 33.2 30.5 26.9
第二次産業 59。0 61。1 62.2 64.5 67。6 71.1
山 陰
第一次産業 21.6 19.2 15。8 13.8 11.0 10。5
第二次産業 29.029。8 31.1 30.429.4 25。3
第二次産業 49.551。0 53.0 55.8 59.664.2
山 陽
第一次産業 11.6 10.6 8.1 5。9 5。6
第二次産業 34.7 33.8 34.3 32.7 30。7 28.1



























東  海 65,362,02764,891,72265,114,96641003,48864,347,1653.398123864,233,12264,331145365,363,282
近畿臨海 66,718,5H65.F99,88764,978,99163:677,811863(23918611118,70760,600,54060.3F11961160,7991051
山  陰 4156419614,60312:ll4.684,5674169716064・770,4284,69217024,i52138241535.1854,543.654








超えてお り、中でも、関東臨海地域では 1998[平成 10]年以降、8割を超








































第3次産業 71.172.373。3 73.873。8 76.076.476.476.0
関東臨海
第1次産業 0.4 0。4 0。4 0.4 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3
第2欠産業 26.225.123.422◆5 22。1 20.619.919。8 20。0






? 1.0 1。0 0。9 0.9
第2次産業 41.940。3 39.539。1 39.538.539.439.039。4
第3次産業 60.62.262.963。2 62.864.563.763.963.4
近畿臨海
第1次産業 0.5 0。5 0.5 0。4 0。4 0。4 0.4 0。4 0.4
第2次産業 30.930。0 28.227.527.626.326。1 25.826。1
第3次産業 73.474.275.676.275。9 78.078.278.277.5
山  陰
第1次産業 3.5 3.2 3.2 3.1 2。8 2.7 2.6 2.5 2.5
第2次産業 29.328.428.228。7 28.727.024.825.325.7
第3次産業 71。2 72.572.271.7 2.074.376.976.375。6
山  陽
第1次産業 1.3 1.2 1.2 1。0 1。0 0.9 0.9
第2次産業 36.935.634.734。2 34.133.533.133.433.4







17]年度国勢調査)、 市内総生産額に占める各産業の生産額の比率はそれぞれ 0。1%、 16.0%、
90.0%で、関東臨海地域以上に第二次産業の比率が高く (2003[平成 15]年度市町村民所得
推計)、 経済のソフト化が進行していることがわかる。













まず、1955[昭和 30]年から2004[平成 16]年までの約 50年間の経
済産業省 (旧通商産業省)による工業統計調査を用いて 19、 山陽地域におけ
る製造業全体の動向を、全国の動向と比較して見てゆきたい20。




































































































全国順位 数値 全国順位 数値 全国順位 (千円)
製 造 業 計 14495。91
食 料 品 製 造 業 1.069 0.675 7164.35
飲料・たばこ・飼料製造業 0。810 0.362 15882.68
繊 維 I11 業 0.798 0。927 7989,08
衣服・その他の繊維製品製造業 1。723 1.764 5845。32
木 材・ 木 製 品 製 造 業 1.431 1.422 8972.56
家 具・ 装 備 品 製 造 業 10125 0,723 6251.75
パルプ・紙・紙加工品製造業 0。796 0.613 13171.69
印 刷・ 同 関 連 業 0。736 0.563 8977.34
化 学 工 業 1.558 1.630 39208.36
石油製品・石炭製品製造業 1,970 1.630 32933.60
プラスチック製品製造業 0.872 0.836 13109。28
ゴ ム 製 品 製 造 業 1.579 10320 11823.57
なめし革・同製品・毛皮製造業 0.23414(*)0.051(*) 5103.26(*)
窯業・土石製品製造業 1.214 0,863 13222.47
鉄 鋼 業 2.448 2.469 35603.60
非 鉄 金 属 製 造 業 1.187 0。797 20009.59
金 属 製 品 製 造 業 0,898 0.645 8604。5
一 般 機 械 器 具 製 造 業 1.077 0.759 11966.11
電 気 機 械 器 具 製 造 業 0.659 0。395 9724.62
情報通信機械器具製造業 0。393 0.502(*) 26374,38(*)
電子部品・デバイス製造業 0。725 0.897 18959.51
輸送用機械器具製造業 1.670 1.086 13089。20
精 密 機 械 器 具 製 造 業 0.394 0.313 14242.93












域には、東から旭化成ケミカルズコンビナー トと三菱化学コンビナー ト (岡












25 矢野恒太記念会編 (2006年5月)『2006/07年版 日本国勢図会』、国勢社、p.243。






























r04 1 2all.pdf)、 pp.15-17。
29 矢野恒太記念会編 (2006年5月)、 同上、pp.222223。









































東 備 地 区 窯業・土石製品、一般機器、電気機器
津 山 地 区 電気機器、化学工業
県 南 地 区 衣服・その他の繊維製品、鉄鋼業、石油製品・石炭製品




備 後 地 区 輸送用機器、衣服・その他の繊維製品、鉄鋼業、電子部品・デバイス
備 北 地 区 電子部品 0デバイス
賀 茂 地 区 情報通信機器、輸送用機器




岩 国 地 区 パルプ・紙・紙加工品、化学工業
周 南 地 区 鉄鋼業、化学工業
山口・防府地区 ゴム製品、輸送用機器
宇部・小野田地区 化学工業、窯業・土石製品、電子部品・デバイス
下 関 地 区 食料品






































36 日本政策投資銀行中国支店 (2004年12月)、 同上、p.1。
37 http://www.mlit.go.jp/kOkudokeikaku/gyounlu.htrnl#newplall(国土交通省国土計画局HP
内)。
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山陽地域の活性化に向けての予備的考察
等の競争上の優位点が見出される。
ただし、前述のように、業種によっては衰退期にあるものも多いと考えられ、
今後、これらの業種に属する企業の多くは転廃業するか、生産拠点を海外に
移転する傾向がいっそう強まるものと考えられる。他方、発展期にある電気
機械関連の諸業種は、(a)関東や関西に本社を置く大企業の進出や、(b)地元
企業の他業種からの転業、また、(c)条件 (a)と条件(b)の相互作用による地
域内への技術蓄積などによって38、 今後、もっとも発展が期待される。
また、ともに中国地方を構成する山陰地域については、これまで人口減少
や高齢化、人口集中地域までの距離や高速交通網の未整備など、地域開発上
不利な条件についてのみ言及してきたが、この地域が日本海を挟んで韓国や
ロシアといった国々と間近であるという事実は、特にロシアが急速に経済発
展している状況から、今後国土政策上重要な位置付けを与えられる可能性が
高い。
そのため、中国地方全体の活性化を考える上で、山陽地域と山陰地域とを
結ぶ交通網、中でも高速自動車道の整備は不可欠である。高速道路網の整備
は、通勤時間や物流の改善が生み出すス トロー効果によって人口と富の偏在
をもたらす危険性も指摘されるが39、 高速道路網は両地域の明確な役割分担
(例えば、原材料や製品の輸出入など、交易拠点としての役割と、製造拠点と
しての役割)が確立されれば、両地域に多くのメリットを生み出す可能性も
ある。そのため、国上開発幹線自動車道に指定されている中国横断自動車道
の全4路線 (姫路鳥取線、岡山米子線、尾道松江線、広島浜田線)中、現在
までに全線開通しているのは、広島浜田線だけだが、残り3路線も開通すれば、
両地域の社会=経済的結び付きは、一層緊密になるだろう。
38 日本政策投資銀行中国支店・岡山事務所 (2005年4月)「―中国地域ものづくリシリーズ②一
『ものづくりの玉手箱』 備後・井笠地域における産業発展モデル ～3つの発展パターンとそ
のルーツを探る～」(http//www。(lbj.go.jp/chugoku/report/pdf/ro504.pdf)、pp。1011。
39 斉藤忠雄、同上、1).27。
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